
横浜市立六浦小学校　校長
昭和55年4月横浜市の教員に採用後、平成22年4月
に横浜市立上郷小学校長となり、平成26年4月より六
浦小学校長となる。平成25年4月から神奈川県特別支
援学級設置学校長協会会長となり、現在に至る。
平成30年4月からは横浜市立小学校長会長となる。

著者プロフィール

● 大谷 珠美 （おおたに たまみ）

　現在、特別支援学級に在籍する児童・生徒の数も毎年増加し、
重度重複障害の児童・生徒も一般学校で学ぶことが多くなりま
した。今や、学校における特別支援教育の推進は、学校経営に
おいて重要な課題の一つになっています。
　本校では誰もが安心して学ぶことができるように、環境をど
のように整えて支援、指導に当たるかを全職員で考え実践して
います。

　一般学級の中にも、発達障害の診断を受けている児童がいます。
また、診断はないけれど、学習に困難さを抱えている児童、こだわ
りや情緒面で不安のある児童もいます。不登校気味の児童もいます。
学校は、その児童にどう向き合い、安心して学校生活を送ることが
できるようにしたらよいか考え、本校では特別支援教育を学校経営
の柱にしました。
　横浜市は、全小学校に特別支援コーディネーターを兼ねた児童支
援専任教諭がいます。本校はその専任教諭が主体となって、支援の
方法や場等、職員研修を行ったり保護者対応を行ったりすることに
しています。
　まずは、4月に全家庭に特別支援教育についてのお便りを出します。
そこで、支援サポートを受ける場合は申し込みをするようになって
いて、集約された児童の学年、人数を把握し、サポート体制につい
て特別支援委員会で話し合いをもっています。
　そこでは、保護者の願いや児童の願いも聞き、どの授業に誰がサ
ポートに入るか、個別、少人数など、どの体制が児童にとって安心
して学べるか、サポートを受ける時間数をどうするかなどを決め支
援を進めています。
　指導は、専科、国際教室担当、専任、非常勤職員があたり、毎週
金曜日に、各担任から配られる次週の予定をもとに支援の時間割を
組んでいます。支援の場も学級、特別支援教室、国際教室、相談室など、
その時の状況に応じて使い分けています。
　児童からは、「勉強が好きになってきた」「わかるようになって楽
しい」という声が聞かれるようになりました。
　また、友達とのトラブルから教室を飛び
出してしまった時の居場所として、相談室
に小さなテントを置き、気持ちが落ち着く
までそこで過ごし、専任に話を聞いてもらい、
話しをする中でコミュニケーションの取り
方を学ぶことができるようにしたところ、
安心して次の授業を受けることができるよ
うになりました。
　今までの画一的な考えを捨て、校内のど

の場で学ぶことが児童にとって安
心して学ぶことができる場なのか
を考え、受け入れ、支援にあたっ
てきたところ、児童の心の安定に
もつながるようになりました。右
の写真は不登校気味の児童の居場
所で、個別のブースになっています。

　担任は、学級の中では、情報機器を使いながら、学習を進めるこ
とが多くなりました。特別支援学級の児童が交流で学ぶときにはよ
り効果的です。グループ学習のときにも、iPadを活用し、作業をし
ながら友達と一緒に学ぶことができる場を意図的に作ることで、よ
り理解が深まっています。
　対象の児童に対しては、個別の教育支援計画を作成し、年2回の
面談を実施し、進捗状況や目標の確認、評価を行い保護者と情報共
有を行っています。そして、年度末には保護者の承諾を得て、中学
校への引継ぎを行い小学校で行ってきた支援についても説明をして
います。
　誰もが安心して学ぶことができる場があることが、特別支援教育
を進める一歩になってきていますが、この形は最終形ではなく、柔
軟に今後も支援を進めていきたいと考えています。

安心して学べる特別支援教育に向けて
横浜市立六浦小学校　校長　大谷 珠美

多様な校内支援の在り方
つなげる支援
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幼稚園、小・中・高等学校の新学習指導要領等における特別支援教育に関する改訂の概要
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課　特別支援教育調査官　田中 裕一

特別支援教育の推進　全国特別支援学級設置学校長協会の取組
全国特別支援学級設置学校長協会会長　山中 ともえ

沖縄県における特別支援教育支援体制整備構築の取組
沖縄県教育庁県立学校教育課特別支援教育室指導主事　瀨底 正栄

クローズアップ！教育の現場
安心して学べる特別支援教育に向けて
横浜市立六浦小学校校長　大谷 珠美
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幼稚園、小・中・高等学校の
新学習指導要領等における

特別支援教育に関する改訂の概要
文部科学省　初等中等教育局　特別支援教育課

特別支援教育調査官　田中 裕一

　平成28年12月の中央教育審議会答申「幼稚園、
小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習
指導要領等の改善及び必要な方策について」を踏ま
えて行われた今回の学習指導要領の改訂では、特別
支援教育に関する内容について、幼稚園、小・中・
高等学校の新学習指導要領等（以下、「小学校等の新
学習指導要領等」という。）の総則の記述が充実した
だけでなく、小・中学校の各教科等においても、新
規に記述されることになった。
　そこで、本稿では、平成30年4月から移行措置に
おいて実施することとなっている小学校等の新学習
指導要領等における特別支援教育に関する改訂の要
点について解説する。

　記述が充実したポイントとして４つ上げることが
できる。
　１つ目は、障害のある幼児児童生徒やその可能性
のある幼児児童生徒（以下「障害のある児童等」とい
う。）に対して、担任をしている教員や特別支援教育
コーディネーターだけに指導等を任せるのではな
く、全ての教員が障害に関する知識や配慮等につい
ての正しい理解と知識を深め、指導や支援を行う必
要があるということである。
　通常の学級には、障害のある児童等が在籍してい
る可能性がある。そのことを前提に、全ての授業に
おいて、資質・能力の育成を目指すとともに、一人
一人の教育的ニーズに応じたきめ細かな指導や支援
を行うことが重要である。
　２つ目は、全ての教員が「特別の教育課程」の編成

についての基本的な考え方を理解し、指導や支援を
行う必要があるということである。
　特別支援学級や通級による指導の場においては
「特別の教育課程」を編成して教育を行うため、障害
のある児童等に効果的な指導や支援を行う際には、
「特別の教育課程」の編成についての基本的な考え方
を全ての教員が理解して実施することが重要であ
る。
　３つ目は、障害のある児童等については、一人一
人の教育的ニーズに応じた指導や支援が組織的・継
続的に行われるよう個別の教育支援計画及び個別の
指導計画を作成・活用して指導や支援を行うように
努める必要があるということである。
　障害のある児童等に効果的な指導や支援を行うた
めには、個別の教育支援計画及び個別の指導計画を
作成し、その内容を関係する全ての教員が共有・理
解した上で、指導や支援を行うことが重要である。
　また、平成30年4月から、特別支援学級に在籍す
る児童生徒や通級による指導を受ける児童生徒につ
いては、必ず個別の教育支援計画及び個別の指導計
画を作成・活用することになっていることに留意し
ていただきたい。
　さらに、総務省から「発達障害者支援に関する行
政評価・監視結果に基づく勧告」があったことを踏
まえ、文部科学省は留意すべき事項をまとめた事務
連絡（「発達障害者支援に関する行政評価・監視の結
果（勧告）に基づく対応について」（平成29年6月22
日事務連絡））を出し、個別の教育支援計画や個別の
指導計画を作成する対象者や引継ぎについて、次の
ように示していることにも留意していただきたい。
（下線は筆者による）
「各学校において、個別の教育支援計画及び個別の
指導計画を作成するに当たっては、医師の診断があ
る児童等のみを対象としたり、通常の学級の児童等
については対象としない等、画一的な基準によって

作成対象を限定するのではなく、個々の児童等の障
害の特性や状態等を踏まえ、教育上の支援が必要な
児童等に対して作成するよう努めること。」
「各学校においては、これらの計画を進学先等に適
切に引き継ぐよう努めること。」
　最後は、学校の教育活動全体で障害者理解や各教
科等の見方・考え方と関連付けた交流及び共同学習
の一層の推進を図る必要があるということである。
グローバル化など社会の急激な変化の中で、多様な
人々が共に生きる共生社会の実現を目指し、一人一
人が多様性を尊重し、協働して生活していくことが
できるように、全ての学校において、組織的、計画
的かつ継続的に実施することが重要である。

　答申において、各教科等の学びの過程において考
えられる困難さに対する指導の工夫の意図、手立て
についての考え方を示す必要があるとの指摘を踏ま
え、各教科等の学習過程における想定される困難さ
とそれに対する指導上の意図や手立てについて、各
教科等の学習指導要領等の解説に示した。
　どのようにして具体的な配慮を考えていけばよい
のかの視点を「資質・能力の育成、各教科等の目標
の実現を目指し、幼児児童生徒が十分な学びが実現
できるよう、学びの過程で考えられる「困難さの状
態（実線箇所）」に対する「指導上の工夫の意図（二
重線箇所）」と「手立て（波線箇所）」を構造的に示
している。
・国語科の例
　文章を目で追いながら音読をすることが難しい場
合には、自分がどこを読むのかが分かるよう、教科
書の文を指等で押さえながら読むよう促したり、教
科書の必要な箇所を拡大コピーして行間を空けた
り、語のまとまりや区切りが分かるように分かち書
きをしたり、読む部分だけが見える自助具（スリッ
ト等）を活用したりするなどの配慮をする。
　学校種別や各教科等で違っていたり、どの教科等
の手立てにも共通したりするような手立てもあるた
め、各教科等の学習指導要領等の解説をご参照いた
だきたい。
　なお、ここで示されている手立ての内容は、あく
までも例示であり、幼児児童生徒一人一人の障害の

状態や特性、心身の発達の段階等の実態把握や学習
状況を踏まえ、困難さの状態を把握し、必要な手立
てを考え、工夫していくことが重要である。また、
幼児児童生徒の一人一人の学習上及び生活上の困難
は異なることに十分に留意し、個に応じた指導内容
や指導方法の工夫を検討し、適切な指導を行うこと
が大切である。さらに、個別の指導計画等に記載し
て、指導に当たる全ての教員が手立ての情報を共有
したり、手立てが適切かどうかの検討を定期的に
行ったりするなど、PDCA サイクルによる手立ての
見直しを行うことが重要である。さらに言えば、よ
り効果的に行うためには、学校がシステムとして、
手立ての検討から見直しまでの PDCA サイクルに
取り組むことが大切なこととなる。

　今回の小学校等の学習指導要領等の改訂のポイン
トは、障害のある子供への学校教育において、特別
支援学級担任や通級による指導担当教員、障害のあ
る幼児児童生徒等の学級担任だけでなく、幼稚園、
小・中・高等学校等の全ての教員が、特別支援学級
や通級による指導の教育課程について理解し、障害
のある児童等の指導や支援の情報を共有し、実践す
ることが前提となることを意味している。つまり、
それらの指導や支援を学校全体で行うことが求めら
れている。その意味を踏まえ、学習指導要領とその
解説に必ず目を通していただき、日々の実践を行っ
ていただきたい。

特
集

大学卒業後、企業に就職して社会人野球チームに所属。
知的障害者の施設での勤務後、兵庫県立の知的障害特
別支援学校の教師に。務める傍ら、兵庫教育大学大学
院を修了し、国立特別支援教育総合研究所特別研究員
として研究を行う。その後、兵庫県教育委員会指導主
事を経て現職。

著者プロフィール

● 田中 裕一 （たなか ゆういち）

新学習指導要領と特別支援教育

各教科等における
特別支援教育の記述の新設

小学校等の新学習指導要領等の
総則における記述の充実
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幼稚園、小・中・高等学校の
新学習指導要領等における

特別支援教育に関する改訂の概要
文部科学省　初等中等教育局　特別支援教育課

特別支援教育調査官　田中 裕一

　平成28年12月の中央教育審議会答申「幼稚園、
小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習
指導要領等の改善及び必要な方策について」を踏ま
えて行われた今回の学習指導要領の改訂では、特別
支援教育に関する内容について、幼稚園、小・中・
高等学校の新学習指導要領等（以下、「小学校等の新
学習指導要領等」という。）の総則の記述が充実した
だけでなく、小・中学校の各教科等においても、新
規に記述されることになった。
　そこで、本稿では、平成30年4月から移行措置に
おいて実施することとなっている小学校等の新学習
指導要領等における特別支援教育に関する改訂の要
点について解説する。

　記述が充実したポイントとして４つ上げることが
できる。
　１つ目は、障害のある幼児児童生徒やその可能性
のある幼児児童生徒（以下「障害のある児童等」とい
う。）に対して、担任をしている教員や特別支援教育
コーディネーターだけに指導等を任せるのではな
く、全ての教員が障害に関する知識や配慮等につい
ての正しい理解と知識を深め、指導や支援を行う必
要があるということである。
　通常の学級には、障害のある児童等が在籍してい
る可能性がある。そのことを前提に、全ての授業に
おいて、資質・能力の育成を目指すとともに、一人
一人の教育的ニーズに応じたきめ細かな指導や支援
を行うことが重要である。
　２つ目は、全ての教員が「特別の教育課程」の編成

についての基本的な考え方を理解し、指導や支援を
行う必要があるということである。
　特別支援学級や通級による指導の場においては
「特別の教育課程」を編成して教育を行うため、障害
のある児童等に効果的な指導や支援を行う際には、
「特別の教育課程」の編成についての基本的な考え方
を全ての教員が理解して実施することが重要であ
る。
　３つ目は、障害のある児童等については、一人一
人の教育的ニーズに応じた指導や支援が組織的・継
続的に行われるよう個別の教育支援計画及び個別の
指導計画を作成・活用して指導や支援を行うように
努める必要があるということである。
　障害のある児童等に効果的な指導や支援を行うた
めには、個別の教育支援計画及び個別の指導計画を
作成し、その内容を関係する全ての教員が共有・理
解した上で、指導や支援を行うことが重要である。
　また、平成30年4月から、特別支援学級に在籍す
る児童生徒や通級による指導を受ける児童生徒につ
いては、必ず個別の教育支援計画及び個別の指導計
画を作成・活用することになっていることに留意し
ていただきたい。
　さらに、総務省から「発達障害者支援に関する行
政評価・監視結果に基づく勧告」があったことを踏
まえ、文部科学省は留意すべき事項をまとめた事務
連絡（「発達障害者支援に関する行政評価・監視の結
果（勧告）に基づく対応について」（平成29年6月22
日事務連絡））を出し、個別の教育支援計画や個別の
指導計画を作成する対象者や引継ぎについて、次の
ように示していることにも留意していただきたい。
（下線は筆者による）
「各学校において、個別の教育支援計画及び個別の
指導計画を作成するに当たっては、医師の診断があ
る児童等のみを対象としたり、通常の学級の児童等
については対象としない等、画一的な基準によって

作成対象を限定するのではなく、個々の児童等の障
害の特性や状態等を踏まえ、教育上の支援が必要な
児童等に対して作成するよう努めること。」
「各学校においては、これらの計画を進学先等に適
切に引き継ぐよう努めること。」
　最後は、学校の教育活動全体で障害者理解や各教
科等の見方・考え方と関連付けた交流及び共同学習
の一層の推進を図る必要があるということである。
グローバル化など社会の急激な変化の中で、多様な
人々が共に生きる共生社会の実現を目指し、一人一
人が多様性を尊重し、協働して生活していくことが
できるように、全ての学校において、組織的、計画
的かつ継続的に実施することが重要である。

　答申において、各教科等の学びの過程において考
えられる困難さに対する指導の工夫の意図、手立て
についての考え方を示す必要があるとの指摘を踏ま
え、各教科等の学習過程における想定される困難さ
とそれに対する指導上の意図や手立てについて、各
教科等の学習指導要領等の解説に示した。
　どのようにして具体的な配慮を考えていけばよい
のかの視点を「資質・能力の育成、各教科等の目標
の実現を目指し、幼児児童生徒が十分な学びが実現
できるよう、学びの過程で考えられる「困難さの状
態（実線箇所）」に対する「指導上の工夫の意図（二
重線箇所）」と「手立て（波線箇所）」を構造的に示
している。
・国語科の例
　文章を目で追いながら音読をすることが難しい場
合には、自分がどこを読むのかが分かるよう、教科
書の文を指等で押さえながら読むよう促したり、教
科書の必要な箇所を拡大コピーして行間を空けた
り、語のまとまりや区切りが分かるように分かち書
きをしたり、読む部分だけが見える自助具（スリッ
ト等）を活用したりするなどの配慮をする。
　学校種別や各教科等で違っていたり、どの教科等
の手立てにも共通したりするような手立てもあるた
め、各教科等の学習指導要領等の解説をご参照いた
だきたい。
　なお、ここで示されている手立ての内容は、あく
までも例示であり、幼児児童生徒一人一人の障害の

状態や特性、心身の発達の段階等の実態把握や学習
状況を踏まえ、困難さの状態を把握し、必要な手立
てを考え、工夫していくことが重要である。また、
幼児児童生徒の一人一人の学習上及び生活上の困難
は異なることに十分に留意し、個に応じた指導内容
や指導方法の工夫を検討し、適切な指導を行うこと
が大切である。さらに、個別の指導計画等に記載し
て、指導に当たる全ての教員が手立ての情報を共有
したり、手立てが適切かどうかの検討を定期的に
行ったりするなど、PDCA サイクルによる手立ての
見直しを行うことが重要である。さらに言えば、よ
り効果的に行うためには、学校がシステムとして、
手立ての検討から見直しまでの PDCA サイクルに
取り組むことが大切なこととなる。

　今回の小学校等の学習指導要領等の改訂のポイン
トは、障害のある子供への学校教育において、特別
支援学級担任や通級による指導担当教員、障害のあ
る幼児児童生徒等の学級担任だけでなく、幼稚園、
小・中・高等学校等の全ての教員が、特別支援学級
や通級による指導の教育課程について理解し、障害
のある児童等の指導や支援の情報を共有し、実践す
ることが前提となることを意味している。つまり、
それらの指導や支援を学校全体で行うことが求めら
れている。その意味を踏まえ、学習指導要領とその
解説に必ず目を通していただき、日々の実践を行っ
ていただきたい。

特
集

大学卒業後、企業に就職して社会人野球チームに所属。
知的障害者の施設での勤務後、兵庫県立の知的障害特
別支援学校の教師に。務める傍ら、兵庫教育大学大学
院を修了し、国立特別支援教育総合研究所特別研究員
として研究を行う。その後、兵庫県教育委員会指導主
事を経て現職。

著者プロフィール

● 田中 裕一 （たなか ゆういち）

新学習指導要領と特別支援教育

各教科等における
特別支援教育の記述の新設

小学校等の新学習指導要領等の
総則における記述の充実

さいごに
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特別支援教育の推進
全国特別支援学級設置
学校長協会の取組

全国特別支援学級設置学校長協会　会長　

山中 ともえ

　全国特別支援学級設置学校長協会（以下、全特
協）は、全国の特別支援学級や通級指導教室を設
置している学校の校長の集まりであり、昭和39
年に結成され、以後、54年間、特別支援学級（当
時は特殊学級）の教育の発展に寄与してきた。現
在では、全国で約1万9千校の校長が加盟してお
り、特別支援学級だけではなく、通級による指
導が平成5年に制度化されてからは、様々な障害
に対する教育の充実に尽力してきた歴史がある。
　新学習指導要領では総則に、特別支援学級や
通級による指導の教育課程編成の基本的な考え
方が示された。また、特別支援学級に在籍する
児童生徒や通級による指導を受ける児童生徒に
ついては、個別の教育支援計画や個別の指導計
画を作成し、活用することが明記された。さらに、
各教科の解説書には、通常の学級においても発
達障害を含めた障害のある児童生徒が在籍して
いる可能性を前提に全教科等において、学習の
過程で考えられる困難さの状態に対する指導・
支援の工夫の意図と手立ての例が示されている。
特別支援教育は全ての学校、全ての教員が取り
組むものとなった。
　特別支援教育を受ける児童生徒数は、10年前
と比較すると、特別支援学校が1.2倍、特別支援
学級が2.1倍、通級による指導が2.3倍（平成29
年度　文部科学省資料）に増加している。全児童
生徒の4.2％が特別支援教育の制度を受けてお
り、児童生徒が減少している中、特別支援教育
に対する評価が高まっている現状がある。

(１)合理的配慮の提供
　障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律が平成28年4月に施行され、公的機関に対
して障害者への合理的配慮の提供が義務付けら
れた。「合理的配慮」とは、著しく均衡を逸する
ことなく、過度の負担にならない範囲で、障害
者に支援・配慮することを求めるものである。
　未だ合理的配慮の提供についての理解が十分
ではない学校や、内容について本人・保護者と
円滑に調整が進まない場合もある。学校が法律
について周知するとともに、基礎的環境整備に
関する要望を自治体に伝える必要がある。
 
(２)新学習指導要領解説　各教科　
　小学校・中学校学習指導要領では全ての教科
に障害のある児童生徒への記述がなされた。解
説ではさらに詳しく、困難さの状態に対する指
導上の工夫の意図と手立てが、以下のように例
示された。
　◆国語科（小学校）の例
　文章を目で追いながら音読することが困難な
場合には、自分がどこを読むのか分かるように
教科書の文を指等で押さえながら読むよう促す
こと、行間を空けるために拡大コピーをしたも
のを用意すること、語のまとまりや区切りが分
かるように分かち書きされたものを用意するこ
と、読む部分だけが見える自助具（スリット等）
を活用することなどの配慮をする。
　◆保健体育科（中学校）の例

　勝ち負けや記録にこだわり過ぎて、感情をコ
ントロールすることが難しい場合には、状況に
応じて感情がコントロールできるよう、事前に
活動の見通しを立てたり、勝ったときや負けた
とき等の感情の表し方について確認したりする
などの配慮をする。
　どの教科においても、一人一人の児童生徒に
対して、その困難さに対する具体的な配慮が求
められるのである。新学習指導要領の趣旨をしっ
かりと受け止め、学校は実践に移すことが重要
である。

　通級による指導は、小・中学校の通常の学級
での授業におおむね参加でき、一部特別な指導
を必要とする児童生徒のため、平成５年に法制
化された。その後、平成28年12月には、義務教
育学校標準法の改正があり、通級による指導を
担当する教員が基礎定数化された。また、平成
30年度からは、高等学校における通級による指
導が法制化され、義務教育段階だけではなく、
その先の高等学校にまで通級による指導が拡大
された。
　対象とする障害は、言語障害、自閉症、情緒
障害、弱視、難聴、学習障害（LD）、注意欠陥多
動性障害（ADHD）等であり、指導を受ける児童
生徒数は、平成29年度には全国で100,000人を
超えた（全児童生徒の1.1％）。特に、自閉症、学
習障害、注意欠陥多動性障害等の増加が著しい。
今後、通級による指導が拡充していくに伴い、
具体的な指導内容や方法の確立、通常の学級と
の連携、担当教員の専門性の向上などが課題と
して挙げられる。
　通級による指導の中心である自立活動は、特
別支援学校小学部・中学部学習指導要領第７章
に示されている内容で、障害による学習上の又
は生活上の困難を克服し、自立を図るために指
導されるものである。内容は、１健康の保持　
２心理的な安定　３人間関係の形成　４環境の
把握　５身体の動き　６コミュニケーション　
の６つの区分の下に必要な要素を分類・整理した

27項目が示されている。一人一人の障害の状態
を的確に把握した上で、これらの内容から選択
し、個別の指導計画を作成して指導が行われる。
個別の指導計画作成の際は、通常の学級の担任
や保護者等も連携を図っている。

　特別支援学級担当教員の専門性の目安の一つ
として、特別支援学校教諭免許状の保有が挙げ
られる。特別支援学級担当教員の特別支援学校
教諭免許状保有率（以下、免許保有率）は、３割
程度である。特別支援学校教員の免許保有率は
８割程度であるのに対し、低い状況が続いてい
る。特別支援学級を担当する教員は学校の中で
は少ない人数である場合が多く、特別支援教育
に関する研修もままならず、免許を取得するた
めの機会が得にくい状況がある。単位の認定講
習会や放送大学、独立行政法人国立特別支援教
育総合研究所の研修等の機会を利用し、免許保
有率を高めることに、早急に取り組む必要があ
る。
　他にも、近隣の地区で合同の研修を実施した
り、OJTによる研修を強化したり、インターネッ
トを活用した研修等を計画的、継続的に工夫し
たりするなど、特別支援学級担当教員がモチベー
ションを維持していくことが大切である。
　
　全特協では、今後も、情報発信を続けるとと
もに、インクルーシブ教育システム構築を目指
した提言を行っていく。

特
集

東京都公立中学校教諭、東京都教育委員会指導主事・
統括指導主事、東京都公立小学校長。現在、全国特別
支援学級設置学校長協会会長。中央教育審議会初等中
等教育分科会教育課程部会特別支援教育部会委員。編
著書として『実践！通級による指導』（東洋館出版社）、

『新学習指導要領の展開　特別支援教育編』（明治図書）

著者プロフィール

● 山中 ともえ （やまなか ともえ）

新学習指導要領と特別支援教育

通級による指導の確立

特別支援学級担当教員の専門性

全国特別支援学級設置学校長協会 通常の学級における支援
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特別支援教育の推進
全国特別支援学級設置
学校長協会の取組

全国特別支援学級設置学校長協会　会長　

山中 ともえ

　全国特別支援学級設置学校長協会（以下、全特
協）は、全国の特別支援学級や通級指導教室を設
置している学校の校長の集まりであり、昭和39
年に結成され、以後、54年間、特別支援学級（当
時は特殊学級）の教育の発展に寄与してきた。現
在では、全国で約1万9千校の校長が加盟してお
り、特別支援学級だけではなく、通級による指
導が平成5年に制度化されてからは、様々な障害
に対する教育の充実に尽力してきた歴史がある。
　新学習指導要領では総則に、特別支援学級や
通級による指導の教育課程編成の基本的な考え
方が示された。また、特別支援学級に在籍する
児童生徒や通級による指導を受ける児童生徒に
ついては、個別の教育支援計画や個別の指導計
画を作成し、活用することが明記された。さらに、
各教科の解説書には、通常の学級においても発
達障害を含めた障害のある児童生徒が在籍して
いる可能性を前提に全教科等において、学習の
過程で考えられる困難さの状態に対する指導・
支援の工夫の意図と手立ての例が示されている。
特別支援教育は全ての学校、全ての教員が取り
組むものとなった。
　特別支援教育を受ける児童生徒数は、10年前
と比較すると、特別支援学校が1.2倍、特別支援
学級が2.1倍、通級による指導が2.3倍（平成29
年度　文部科学省資料）に増加している。全児童
生徒の4.2％が特別支援教育の制度を受けてお
り、児童生徒が減少している中、特別支援教育
に対する評価が高まっている現状がある。

(１)合理的配慮の提供
　障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律が平成28年4月に施行され、公的機関に対
して障害者への合理的配慮の提供が義務付けら
れた。「合理的配慮」とは、著しく均衡を逸する
ことなく、過度の負担にならない範囲で、障害
者に支援・配慮することを求めるものである。
　未だ合理的配慮の提供についての理解が十分
ではない学校や、内容について本人・保護者と
円滑に調整が進まない場合もある。学校が法律
について周知するとともに、基礎的環境整備に
関する要望を自治体に伝える必要がある。
 
(２)新学習指導要領解説　各教科　
　小学校・中学校学習指導要領では全ての教科
に障害のある児童生徒への記述がなされた。解
説ではさらに詳しく、困難さの状態に対する指
導上の工夫の意図と手立てが、以下のように例
示された。
　◆国語科（小学校）の例
　文章を目で追いながら音読することが困難な
場合には、自分がどこを読むのか分かるように
教科書の文を指等で押さえながら読むよう促す
こと、行間を空けるために拡大コピーをしたも
のを用意すること、語のまとまりや区切りが分
かるように分かち書きされたものを用意するこ
と、読む部分だけが見える自助具（スリット等）
を活用することなどの配慮をする。
　◆保健体育科（中学校）の例

　勝ち負けや記録にこだわり過ぎて、感情をコ
ントロールすることが難しい場合には、状況に
応じて感情がコントロールできるよう、事前に
活動の見通しを立てたり、勝ったときや負けた
とき等の感情の表し方について確認したりする
などの配慮をする。
　どの教科においても、一人一人の児童生徒に
対して、その困難さに対する具体的な配慮が求
められるのである。新学習指導要領の趣旨をしっ
かりと受け止め、学校は実践に移すことが重要
である。

　通級による指導は、小・中学校の通常の学級
での授業におおむね参加でき、一部特別な指導
を必要とする児童生徒のため、平成５年に法制
化された。その後、平成28年12月には、義務教
育学校標準法の改正があり、通級による指導を
担当する教員が基礎定数化された。また、平成
30年度からは、高等学校における通級による指
導が法制化され、義務教育段階だけではなく、
その先の高等学校にまで通級による指導が拡大
された。
　対象とする障害は、言語障害、自閉症、情緒
障害、弱視、難聴、学習障害（LD）、注意欠陥多
動性障害（ADHD）等であり、指導を受ける児童
生徒数は、平成29年度には全国で100,000人を
超えた（全児童生徒の1.1％）。特に、自閉症、学
習障害、注意欠陥多動性障害等の増加が著しい。
今後、通級による指導が拡充していくに伴い、
具体的な指導内容や方法の確立、通常の学級と
の連携、担当教員の専門性の向上などが課題と
して挙げられる。
　通級による指導の中心である自立活動は、特
別支援学校小学部・中学部学習指導要領第７章
に示されている内容で、障害による学習上の又
は生活上の困難を克服し、自立を図るために指
導されるものである。内容は、１健康の保持　
２心理的な安定　３人間関係の形成　４環境の
把握　５身体の動き　６コミュニケーション　
の６つの区分の下に必要な要素を分類・整理した

27項目が示されている。一人一人の障害の状態
を的確に把握した上で、これらの内容から選択
し、個別の指導計画を作成して指導が行われる。
個別の指導計画作成の際は、通常の学級の担任
や保護者等も連携を図っている。

　特別支援学級担当教員の専門性の目安の一つ
として、特別支援学校教諭免許状の保有が挙げ
られる。特別支援学級担当教員の特別支援学校
教諭免許状保有率（以下、免許保有率）は、３割
程度である。特別支援学校教員の免許保有率は
８割程度であるのに対し、低い状況が続いてい
る。特別支援学級を担当する教員は学校の中で
は少ない人数である場合が多く、特別支援教育
に関する研修もままならず、免許を取得するた
めの機会が得にくい状況がある。単位の認定講
習会や放送大学、独立行政法人国立特別支援教
育総合研究所の研修等の機会を利用し、免許保
有率を高めることに、早急に取り組む必要があ
る。
　他にも、近隣の地区で合同の研修を実施した
り、OJTによる研修を強化したり、インターネッ
トを活用した研修等を計画的、継続的に工夫し
たりするなど、特別支援学級担当教員がモチベー
ションを維持していくことが大切である。
　
　全特協では、今後も、情報発信を続けるとと
もに、インクルーシブ教育システム構築を目指
した提言を行っていく。

特
集

東京都公立中学校教諭、東京都教育委員会指導主事・
統括指導主事、東京都公立小学校長。現在、全国特別
支援学級設置学校長協会会長。中央教育審議会初等中
等教育分科会教育課程部会特別支援教育部会委員。編
著書として『実践！通級による指導』（東洋館出版社）、

『新学習指導要領の展開　特別支援教育編』（明治図書）

著者プロフィール

● 山中 ともえ （やまなか ともえ）

新学習指導要領と特別支援教育

通級による指導の確立

特別支援学級担当教員の専門性

全国特別支援学級設置学校長協会 通常の学級における支援
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沖縄県における
特別支援教育支援体制
整備構築の取組

～一人一人が自分自身の
役割を理解し

つながることを目指して～

沖縄県教育庁　県立学校教育課　特別支援教育室
指導主事　瀨底 正栄　
指導主事　金城 かなえ
指導主事　比嘉 優子　

　沖縄県の人口は約144万人であり、日本一の出生率
を誇る。その中で6つの教育事務所が所管する小中学
校と県立特別支援学校に在籍する平成29年度の児童
生徒数は約15万人、高等学校在籍者数は約4万6千人
となっている。そのうち、特別支援学級及び特別支援
学校に在籍している児童生徒数は約6千人である。
　特別支援教育の課題は、本県においても全国と同様
の傾向にあり、知的障害特別支援学校や特別支援学級、
通級指導教室で学ぶ児童生徒数は増加している。本県
においては、特に平成27年度に、離島等の僻地にお
いても支援が必要な児童生徒への支援の充実を図る観
点から特別支援学級設置に関する規定が改正され、対
象児童生徒が1人でも学級設置が可能となった。この
ような現状を踏まえ、これまでも取り組んできている
特別支援教育の推進に向けた管理職のリーダーシップ
や教員の資質の向上、校内支援体制の充実及び整備が
一層必要となった。

　特別支援教育の体制整備を図る上で人材育成は重要
であり、本県においては表1のとおり実施し、研修の
充実を図っている。
　特に近年の特別支援学級の設置の増加にともない、
特別支援学級を初めて担当する教職員も増加している
ことから、その対応として新任特別支援学級研修の内

容の改善を行った。その内容は表2のとおりである。
【新任特別支援学級担当者研修会】
～学び、見て感じ、実践する研修～
　これまで１回に限って実施していた研修の回数を、
教員の専門性の向上を図るため平成28年度から４回
に増やした。その研修内容は、①新任担当者が、特別
支援学級を経営するために必要な知識を学び、理解す
る。②地域の中で他の特別支援学級の実践を見て、感
じ、取り入れる。③これまでの学びを踏まえ、自分自
身も授業を実践し、管理職等の指導助言を受け、授業
力の向上を目指す。等となっており、学びを深め、実
践力を高める取組を行っている。
　また、参観する授業や取り組む課題は、「自立活動」
としており、研修をとおして新任担当者が持つ不安や

「自立活動」における指導方法の理解と専門性の向上、

そして地区ごとの特別支援学級担任間の連携にもつな
がっている。

(1)市町村連絡協議会の開催(年間２回)
　小中学校等における特別支援教育支援に際しては、
41市町村教育委員会との連携が重要であることから
協議会を実施し、国の施策の説明や予算の活用につい
て情報提供している。また、市町村同士の協議を行い、
それぞれの自治体の課題や取組を共有することで、新
たな取組のヒントと改善点への気づきの場としてい
る。
(2)就学支援を含めた早期からの相談体制の構築
　国のインクルーシブ教育システムの構築に向けた取
組については、特別支援教育が推進される中で、平成
25年に学校教育法施行令が一部改正された。これに
より市町村教育委員会は、早期からの相談の機会を設
定し、子供本人の教育を第一に考える視点に立って、
保護者と就学先についての合意形成が行えるよう支援
している。
　市町村教育委員会にとどまらず、障害のある子供と
関わる関係機関に対し、①市町村教育委員会就学支援
担当者連絡会、②就学支援スキルアップ研修、③教育・
医療・福祉等早期支援地方協議会を実施し、関係法令、
並びに就学支援事務についての周知徹底や市町村間の
連携強化、相談支援力の向上等を目指す研修となるよ
う事業展開している。

(1)切れ目ない支援体制の構築に向けて
　高等学校特別支援教育実践推進研修を年1回開催
し、高等学校における特別支援教育の課題を解決する
ための協議を行っており、高校間での情報共有の場と
もなっている。
　また、表1に示されている「特別支援教育コーディ
ネーター養成研修」においては、中学校区単位で幼稚
園から高等学校全ての校種のコーディネーター間で課
題を共有し、連携を深め、切れ目ない支援体制の構築
に向けて取り組んでいる。
　さらに、中学校と高等学校との連携を図るために、
高等学校の入学者選抜の願書受付を経て「中学校・高
等学校特別支援教育連携協議会」を開催している。
(2)高等学校に在学する生徒の学びを支援する
①「合理的配慮に係る教育支援機器等の整備事業」
　障害のある生徒の授業等における情報保障に係る合
理的配慮を提供するとともに、合理的配慮についての
相談支援も行っている。また、事業は民間に委託して
おり、機器や支援の専門的な知見の高い企業や事業所

等が対応することで、具体的、客観的に対応が図られ、
生徒や保護者の障害受容や理解が進み、生徒及び保護
者への支援につながっている。
②「高等学校支援員配置事業」
　平成30年5月時点で、高等学校での特別支援教育支
援員の配置校は32校で、特別支援教育支援員を42名
配置している。成果として卒業後の就職や専門学校、
大学進学につなげることができている。
　①②の事業を活用することにより、単位の修得につ
ながり成績が向上した、国立大学等への進学や就職に
つながったなど成果を上げている。
(3)高等学校における通級による指導の開始
　今年度よりモデル校1校で13名の生徒を対象に指導
を開始している。自らの障害特性の理解やコミュニ
ケーション等を学ぶ科目を設定し、生徒一人一人の教
育的ニーズに応じた指導を行っている。
　通級の指導は、生徒の卒業後を見据え、生徒が自立
し、社会参加するために必要な力を蓄える場である。
　今後は、高等学校における通級による実践をとおし
て成果と課題を検証し、指導の充実と進め方等の研究
に努めていきたい。

　特別支援教育が始まって10年が経過した。
　幼稚園、小中高等学校それぞれの場での気づきも増
え、特別支援教育についての理解を深め、インクルー
シブ教育システムの構築に向けてつながりを意識して
取り組んできた。
　縦のつながりは、幼児期から高等学校卒業まで切れ
目ない支援体制の構築であり、横のつながりは連続性
のある多様な学びの場における教育の充実である。
　これからも、縦と横のつながりを大切にした特別支
援教育の充実を図り、人材育成と実践力向上を要とし
た様々な事業に取り組み、沖縄県の幼児児童生徒の「や
る気」と「笑顔」を支えていきたいと考えている。

研修 対象 備考

特別支援教育管理
職悉皆研修

小中高校、特別支援
学校の新任管理職及
び全校長

・新任教頭含む
・全校長悉皆１

特別支援学級・通
級担当者悉皆研修

特別支援学級・
通級担当

・実践力向上
  研修

新任特別支援学級
研修 新任特別支援学級

特別支援教育コー
ディネーター養成
研修

幼・小中高校、特別支
援学校特別支援教育
コーディネーター

幼稚園特別支援教
育推進研修 幼稚園教諭

中高特別支援連携
協議会等

中学校・高等学校特
別支援教育コーディ
ネーター

高等学校実践推進
研修

高等学校特別支援教
育コーディネーター

特別支援教育支援
員及び特別支援教
育 コ ー デ ィ ネ ー
ター研修

・高等学校特別支援
  教育支援員
・高等学校特別支援教
  育コーディネータ－

合理的配慮に係る
教育支援機器等の
整備研修

教育課程や学級経営について

近隣の特別支援学級での自立活動の授業観察

授業観察報告会

自らの自立活動の授業実践報告

新
任
特
別
支
援
学
級
研
修

1

2

3

4

表1　沖縄県実施研修内容（一部抜粋）

表2　新任特別支援学級研修内容

特
集

平成6年小学校採用。平成26年浦添市教育委員会学校
教育課指導主事。平成29年より現職。

著者プロフィール

● 瀨底 正栄 （せそこ まさえ）

新学習指導要領と特別支援教育

高等学校における特別支援教育の推進

市町村における特別支援教育を支える

切れ目のない支援と特別支援教育の推進
本県における現状と課題

人材育成研修の充実
（６教育事務所で実施）
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沖縄県における
特別支援教育支援体制
整備構築の取組

～一人一人が自分自身の
役割を理解し

つながることを目指して～

沖縄県教育庁　県立学校教育課　特別支援教育室
指導主事　瀨底 正栄　
指導主事　金城 かなえ
指導主事　比嘉 優子　

　沖縄県の人口は約144万人であり、日本一の出生率
を誇る。その中で6つの教育事務所が所管する小中学
校と県立特別支援学校に在籍する平成29年度の児童
生徒数は約15万人、高等学校在籍者数は約4万6千人
となっている。そのうち、特別支援学級及び特別支援
学校に在籍している児童生徒数は約6千人である。
　特別支援教育の課題は、本県においても全国と同様
の傾向にあり、知的障害特別支援学校や特別支援学級、
通級指導教室で学ぶ児童生徒数は増加している。本県
においては、特に平成27年度に、離島等の僻地にお
いても支援が必要な児童生徒への支援の充実を図る観
点から特別支援学級設置に関する規定が改正され、対
象児童生徒が1人でも学級設置が可能となった。この
ような現状を踏まえ、これまでも取り組んできている
特別支援教育の推進に向けた管理職のリーダーシップ
や教員の資質の向上、校内支援体制の充実及び整備が
一層必要となった。

　特別支援教育の体制整備を図る上で人材育成は重要
であり、本県においては表1のとおり実施し、研修の
充実を図っている。
　特に近年の特別支援学級の設置の増加にともない、
特別支援学級を初めて担当する教職員も増加している
ことから、その対応として新任特別支援学級研修の内

容の改善を行った。その内容は表2のとおりである。
【新任特別支援学級担当者研修会】
～学び、見て感じ、実践する研修～
　これまで１回に限って実施していた研修の回数を、
教員の専門性の向上を図るため平成28年度から４回
に増やした。その研修内容は、①新任担当者が、特別
支援学級を経営するために必要な知識を学び、理解す
る。②地域の中で他の特別支援学級の実践を見て、感
じ、取り入れる。③これまでの学びを踏まえ、自分自
身も授業を実践し、管理職等の指導助言を受け、授業
力の向上を目指す。等となっており、学びを深め、実
践力を高める取組を行っている。
　また、参観する授業や取り組む課題は、「自立活動」
としており、研修をとおして新任担当者が持つ不安や

「自立活動」における指導方法の理解と専門性の向上、

そして地区ごとの特別支援学級担任間の連携にもつな
がっている。

(1)市町村連絡協議会の開催(年間２回)
　小中学校等における特別支援教育支援に際しては、
41市町村教育委員会との連携が重要であることから
協議会を実施し、国の施策の説明や予算の活用につい
て情報提供している。また、市町村同士の協議を行い、
それぞれの自治体の課題や取組を共有することで、新
たな取組のヒントと改善点への気づきの場としてい
る。
(2)就学支援を含めた早期からの相談体制の構築
　国のインクルーシブ教育システムの構築に向けた取
組については、特別支援教育が推進される中で、平成
25年に学校教育法施行令が一部改正された。これに
より市町村教育委員会は、早期からの相談の機会を設
定し、子供本人の教育を第一に考える視点に立って、
保護者と就学先についての合意形成が行えるよう支援
している。
　市町村教育委員会にとどまらず、障害のある子供と
関わる関係機関に対し、①市町村教育委員会就学支援
担当者連絡会、②就学支援スキルアップ研修、③教育・
医療・福祉等早期支援地方協議会を実施し、関係法令、
並びに就学支援事務についての周知徹底や市町村間の
連携強化、相談支援力の向上等を目指す研修となるよ
う事業展開している。

(1)切れ目ない支援体制の構築に向けて
　高等学校特別支援教育実践推進研修を年1回開催
し、高等学校における特別支援教育の課題を解決する
ための協議を行っており、高校間での情報共有の場と
もなっている。
　また、表1に示されている「特別支援教育コーディ
ネーター養成研修」においては、中学校区単位で幼稚
園から高等学校全ての校種のコーディネーター間で課
題を共有し、連携を深め、切れ目ない支援体制の構築
に向けて取り組んでいる。
　さらに、中学校と高等学校との連携を図るために、
高等学校の入学者選抜の願書受付を経て「中学校・高
等学校特別支援教育連携協議会」を開催している。
(2)高等学校に在学する生徒の学びを支援する
①「合理的配慮に係る教育支援機器等の整備事業」
　障害のある生徒の授業等における情報保障に係る合
理的配慮を提供するとともに、合理的配慮についての
相談支援も行っている。また、事業は民間に委託して
おり、機器や支援の専門的な知見の高い企業や事業所

等が対応することで、具体的、客観的に対応が図られ、
生徒や保護者の障害受容や理解が進み、生徒及び保護
者への支援につながっている。
②「高等学校支援員配置事業」
　平成30年5月時点で、高等学校での特別支援教育支
援員の配置校は32校で、特別支援教育支援員を42名
配置している。成果として卒業後の就職や専門学校、
大学進学につなげることができている。
　①②の事業を活用することにより、単位の修得につ
ながり成績が向上した、国立大学等への進学や就職に
つながったなど成果を上げている。
(3)高等学校における通級による指導の開始
　今年度よりモデル校1校で13名の生徒を対象に指導
を開始している。自らの障害特性の理解やコミュニ
ケーション等を学ぶ科目を設定し、生徒一人一人の教
育的ニーズに応じた指導を行っている。
　通級の指導は、生徒の卒業後を見据え、生徒が自立
し、社会参加するために必要な力を蓄える場である。
　今後は、高等学校における通級による実践をとおし
て成果と課題を検証し、指導の充実と進め方等の研究
に努めていきたい。

　特別支援教育が始まって10年が経過した。
　幼稚園、小中高等学校それぞれの場での気づきも増
え、特別支援教育についての理解を深め、インクルー
シブ教育システムの構築に向けてつながりを意識して
取り組んできた。
　縦のつながりは、幼児期から高等学校卒業まで切れ
目ない支援体制の構築であり、横のつながりは連続性
のある多様な学びの場における教育の充実である。
　これからも、縦と横のつながりを大切にした特別支
援教育の充実を図り、人材育成と実践力向上を要とし
た様々な事業に取り組み、沖縄県の幼児児童生徒の「や
る気」と「笑顔」を支えていきたいと考えている。

研修 対象 備考

特別支援教育管理
職悉皆研修

小中高校、特別支援
学校の新任管理職及
び全校長

・新任教頭含む
・全校長悉皆１

特別支援学級・通
級担当者悉皆研修

特別支援学級・
通級担当

・実践力向上
  研修

新任特別支援学級
研修 新任特別支援学級

特別支援教育コー
ディネーター養成
研修

幼・小中高校、特別支
援学校特別支援教育
コーディネーター

幼稚園特別支援教
育推進研修 幼稚園教諭

中高特別支援連携
協議会等

中学校・高等学校特
別支援教育コーディ
ネーター

高等学校実践推進
研修

高等学校特別支援教
育コーディネーター

特別支援教育支援
員及び特別支援教
育 コ ー デ ィ ネ ー
ター研修

・高等学校特別支援
  教育支援員
・高等学校特別支援教
  育コーディネータ－

合理的配慮に係る
教育支援機器等の
整備研修

教育課程や学級経営について

近隣の特別支援学級での自立活動の授業観察

授業観察報告会

自らの自立活動の授業実践報告

新
任
特
別
支
援
学
級
研
修

1

2

3

4

表1　沖縄県実施研修内容（一部抜粋）

表2　新任特別支援学級研修内容

特
集

平成6年小学校採用。平成26年浦添市教育委員会学校
教育課指導主事。平成29年より現職。

著者プロフィール

● 瀨底 正栄 （せそこ まさえ）

新学習指導要領と特別支援教育

高等学校における特別支援教育の推進

市町村における特別支援教育を支える

切れ目のない支援と特別支援教育の推進
本県における現状と課題

人材育成研修の充実
（６教育事務所で実施）
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横浜市立六浦小学校　校長
昭和55年4月横浜市の教員に採用後、平成22年4月
に横浜市立上郷小学校長となり、平成26年4月より六
浦小学校長となる。平成25年4月から神奈川県特別支
援学級設置学校長協会会長となり、現在に至る。
平成30年4月からは横浜市立小学校長会長となる。

著者プロフィール

● 大谷 珠美 （おおたに たまみ）

　現在、特別支援学級に在籍する児童・生徒の数も毎年増加し、
重度重複障害の児童・生徒も一般学校で学ぶことが多くなりま
した。今や、学校における特別支援教育の推進は、学校経営に
おいて重要な課題の一つになっています。
　本校では誰もが安心して学ぶことができるように、環境をど
のように整えて支援、指導に当たるかを全職員で考え実践して
います。

　一般学級の中にも、発達障害の診断を受けている児童がいます。
また、診断はないけれど、学習に困難さを抱えている児童、こだわ
りや情緒面で不安のある児童もいます。不登校気味の児童もいます。
学校は、その児童にどう向き合い、安心して学校生活を送ることが
できるようにしたらよいか考え、本校では特別支援教育を学校経営
の柱にしました。
　横浜市は、全小学校に特別支援コーディネーターを兼ねた児童支
援専任教諭がいます。本校はその専任教諭が主体となって、支援の
方法や場等、職員研修を行ったり保護者対応を行ったりすることに
しています。
　まずは、4月に全家庭に特別支援教育についてのお便りを出します。
そこで、支援サポートを受ける場合は申し込みをするようになって
いて、集約された児童の学年、人数を把握し、サポート体制につい
て特別支援委員会で話し合いをもっています。
　そこでは、保護者の願いや児童の願いも聞き、どの授業に誰がサ
ポートに入るか、個別、少人数など、どの体制が児童にとって安心
して学べるか、サポートを受ける時間数をどうするかなどを決め支
援を進めています。
　指導は、専科、国際教室担当、専任、非常勤職員があたり、毎週
金曜日に、各担任から配られる次週の予定をもとに支援の時間割を
組んでいます。支援の場も学級、特別支援教室、国際教室、相談室など、
その時の状況に応じて使い分けています。
　児童からは、「勉強が好きになってきた」「わかるようになって楽
しい」という声が聞かれるようになりました。
　また、友達とのトラブルから教室を飛び
出してしまった時の居場所として、相談室
に小さなテントを置き、気持ちが落ち着く
までそこで過ごし、専任に話を聞いてもらい、
話しをする中でコミュニケーションの取り
方を学ぶことができるようにしたところ、
安心して次の授業を受けることができるよ
うになりました。
　今までの画一的な考えを捨て、校内のど

の場で学ぶことが児童にとって安
心して学ぶことができる場なのか
を考え、受け入れ、支援にあたっ
てきたところ、児童の心の安定に
もつながるようになりました。右
の写真は不登校気味の児童の居場
所で、個別のブースになっています。

　担任は、学級の中では、情報機器を使いながら、学習を進めるこ
とが多くなりました。特別支援学級の児童が交流で学ぶときにはよ
り効果的です。グループ学習のときにも、iPadを活用し、作業をし
ながら友達と一緒に学ぶことができる場を意図的に作ることで、よ
り理解が深まっています。
　対象の児童に対しては、個別の教育支援計画を作成し、年2回の
面談を実施し、進捗状況や目標の確認、評価を行い保護者と情報共
有を行っています。そして、年度末には保護者の承諾を得て、中学
校への引継ぎを行い小学校で行ってきた支援についても説明をして
います。
　誰もが安心して学ぶことができる場があることが、特別支援教育
を進める一歩になってきていますが、この形は最終形ではなく、柔
軟に今後も支援を進めていきたいと考えています。

安心して学べる特別支援教育に向けて
横浜市立六浦小学校　校長　大谷 珠美

多様な校内支援の在り方
つなげる支援
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幼稚園、小・中・高等学校の新学習指導要領等における特別支援教育に関する改訂の概要
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課　特別支援教育調査官　田中 裕一

特別支援教育の推進　全国特別支援学級設置学校長協会の取組
全国特別支援学級設置学校長協会会長　山中 ともえ

沖縄県における特別支援教育支援体制整備構築の取組
沖縄県教育庁県立学校教育課特別支援教育室指導主事　瀨底 正栄

クローズアップ！教育の現場
安心して学べる特別支援教育に向けて
横浜市立六浦小学校校長　大谷 珠美
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